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日 時：平 成 ２ ９ 年 ６ 月 ８ 日 （ 木 ） 午前 １０時 開 会 

場 所：札幌市役所本庁舎 １８階 第二常任委員会会議室 
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  １．開  会 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） それでは、定刻となりましたので、ただいまか

ら第３回札幌市地域福祉社会計画審議会を開催いたします。 

 本日は、お忙しい中をご出席いただきまして、まことにありがとうございます。 

 私は、この４月より保健福祉局総務部地域福祉推進担当課長に着任しました小関と申し

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 初めに、審議会の定足数について確認させていただきます。 

 当審議会は、札幌市地域福祉社会計画審議会設置規則第４条第３項により、委員の過半

数が出席しなければ会議を開くことができません。本日は、１６名中１４名の皆様にご出

席していただいておりますので、当審議会は成立することをご報告いたします。 

 なお、小林委員、加藤委員からは、事前に欠席の旨の連絡をいただいているところでご

ざいます。 

 

  ２．挨  拶 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） それでは、審議会の開会に当たりまして、札幌

市保健福祉局総務部長の菱谷からご挨拶申し上げます。 

○菱谷総務部長 皆さん、こんにちは。 

 ４月に保健福祉局総務部長に着任しました菱谷でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 本日は、大変お忙しい中、札幌市地域福祉社会計画審議会にご出席いただきまして、ま

ことにありがとうございます。 

 皆様方には、日頃から、札幌市の地域福祉の向上、推進に多大なるご尽力、ご協力をい

ただいておりますことに対しまして、この場をおかりして改めてお礼を申し上げる次第で

ございます。 

 さて、今年度、改定を目指しております札幌市地域福祉社会計画につきまして、当審議

会では、昨年度は２回、今年度は本日を含めて３回の開催を予定しているところです。計

画策定までは５回の審議会となりまして、今回はちょうど折り返し地点を迎えたことにな

ります。次回からは、計画書に掲載する文案をご審議する予定でございまして、今後は、

ご確認いただく資料もボリュームが多くなり、委員の皆様方にはご負担をおかけすること

もますます多いものと存じますけれども、引き続きご協力いただきますようお願い申し上

げたいと思います。 

 当局では、計画の策定に向けまして、この審議会と並行いたしまして、実際に地域で地

域福祉活動を実践している方との意見交換会を市内１０区、各区１地区ずつで開催するよ

う鋭意準備を進めているところでございます。新たな計画には、審議会でのご意見に加え

て、地域で活動されている方の意見も幅広く取り入れて、よりよい形、よりよい中身にし

ていけるよう、保健福祉局としましても引き続き努力していきたいと考えております。 
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 さて、本日の審議会でございますけれども、札幌市の今後の地域福祉の方向性というこ

とはもちろん、現計画では取り上げていない生活困窮者自立支援事業、災害に備えた地域

での支え合いの取り組みなどを中心にご審議いただきたいと考えているところでございま

す。 

 本日も長時間になるかと思いますけれども、忌憚のないご意見によりご審議いただきま

すよう、何とぞよろしくお願い申し上げます。 

 私からの挨拶は、以上でございます。 

 

  ◎資料確認等 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） それではまず、配付資料の確認をさせていただ

きたいと思います。 

 本日は、資料が大変多くなっております。事前に送付もさせていただいたところですが、

お手元にご用意しておりますので、ご確認ください。 

 まず、本日の次第、座席表、審議会委員の名簿がございます。資料として１から３をま

とめたものを添付しておりますが、資料１はクリップどめしており、１－１から３まであ

るのですが、１－１がホチキスどめでＡ４判が２枚、１－２はＡ３判が１枚とＡ４判が５

枚の計６枚、１－３がＡ４判で１枚です。最後に、ステップとＪＯＩＮという施設のパン

フレットをつけております。そして、資料２でございますが、Ａ３判が１枚、Ａ４判１枚

の計２枚、最後に資料３がＡ３判の３枚となっております。 

 非常に多くございますが、不足はございませんか。 

 もし、これから説明しているときに不足があることに気づかれた場合は、その場で手を

挙げていただければ事務局で対応いたします。どうぞよろしくお願いいたします。 

 続きまして、委員の交代がございましたので、私から紹介させていただきます。 

 宮川学委員の後任としてご就任いただきました札幌市社会福祉協議会常務理事である瀬

川誠様でございます。 

 大変恐縮ですが、瀬川委員、一言、ご挨拶いただいてよろしいでしょうか。 

○瀬川委員 ご紹介がありました札幌市社会福祉協議会常務理事の瀬川でございます。４

月から宮川さんの後任で現職についております。どうぞよろしくお願いいたします。 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） 瀬川委員、ありがとうございました。 

 なお、当審議会は公開での開催となっております。傍聴席を設けておりますし、記者席

も設けております。事務局説明や各委員の発言は会議録として整理し、後日、札幌市のホ

ームページに掲載するなど、公開対象となりますことをあらかじめご承知おき願いたいと

思います。また、ご発言の際には、お近くにあるマイクをご使用いただきますようご協力

のほどをよろしくお願いいたします。 

 それでは、以後の進行は林会長にお願いしたいと思います。 

 林会長、よろしくお願いいたします。 
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  ３．議  事 

○林会長 それでは、会議を進めていきたいと思います。 

  先ほど総務部長のご挨拶の中にありました生活困窮者自立支援と災害の支援について

の地域福祉計画の中で掲載しなくてはいけないところがあります。最初にそこについて理

解を深めたいと思いますので、生活困窮者自立支援事業についてご説明をお願いします。 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） 生活困窮者自立支援事業の詳細を説明する前に、

生活困窮者自立支援を地域福祉社会計画に位置づける意義、理念を簡単にご説明させてい

ただきます。 

 生活困窮者自立支援事業につきましては、前回の審議会で国がその方策を地域福祉計画

に盛り込むように通知しており、札幌市としても計画改定に合わせ掲載するという方向性

をお示ししたところでございますが、なぜ地域福祉社会計画に盛り込むのだろうかという

疑問を持たれていることもあろうかと思います。 

 資料番号が前後いたしますが、資料としてまとめたものが一番後ろに資料３－③として

あります。こちらをご覧いただければと思います。 

 資料の右側の３、生活困窮者自立支援事業と地域福祉社会計画の関係についてというと

ころをご覧ください。 

 生活困窮者自立支援制度は、生活保護に至る前のセーフティネットとしての役割を果た

すもので、その特徴は困窮というものを経済的困窮とそれに伴う社会的孤立という両面で

捉えることにあるとされております。 

 この制度では、支援の対象者が地域とのかかわりを回復し、生活困窮者を地域で支える

ための取り組みが重要とされており、この制度に基づく事業では、支援の対象者を限定し

ない包括的な支援の実現がうたわれ、自立支援を通じて社会資源の活用や創出を図り、地

域ネットワークを構築するということが目的とされているところでございます。 

 資料では、図を二つ掲載しております。それぞれ①生活困窮者を地域と連携して支えて

いくための仕組みと②生活困窮者の早期発見や支援の流れについて表現したものでござい

ます。 

 このように、生活困窮者を単に経済的な困窮者と捉えず、地域で孤立して生活に困りご

とを抱える方として、制度と地域の両者で重層的に支えるという観点から、地域福祉社会

計画への位置づけが必要と考えられているところでございます。なお、こちらの資料でご

ざいますが、１番と２番につきましては、後ほど議題３で詳細に説明させていただきます

ので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、事業の詳細について保護自立支援課から説明させていただきます。 

○事務局（日高保護自立支援課長） 改めまして、生活困窮者自立支援制度を担当してお

ります保護自立支援課長の日高と申します。 

 本日は、なかなか聞きなれない制度でございますが、皆様にご理解いただきたいと思い
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まして、この場をおかりしてご説明させていただきたいと思いますので、どうぞよろしく

お願いいたします。 

 まず、この事業の成立の趣旨からお話をさせていただきたいと思います。 

 お手元に資料の生活困窮者自立支援事業についてという資料の１－１という部分でＡ４

判の横版のものがございますので、それを見ながらご説明させていただければと思います。 

 生活困窮者自立支援制度は、社会経済の構造的な変化等による生活保護受給者や生活困

窮に至るリスクの高い層の増加を踏まえ、生活保護に至る前の生活困窮者への支援を抜本

的に強化するもので、平成２７年度に全国全ての自治体でスタートしている制度でござい

ます。 

 お手元の資料１－１は、先月１１日に開催されました厚生労働省の社会保障審議会生活

困窮者自立支援及び生活保護部会の第１回目会合において使用された資料の一部でござい

ます。制度の全体像はこの１ページでございますが、この事業の核となる資料の左側の括

弧にある自立相談支援事業というものを実はやっておりまして、これがメーンなのですけ

れども、これをサポートするために右側にさまざまな事業をやっているところでございま

す。各自治体には、これらを効果的に実施することが求められております。この制度では、

経済的困窮からの脱却、自立支援にとどまらずそれに伴う地域、社会での孤立という問題

に着目している点が大きな特徴でございます。 

 先ほど、小関からご説明させていただきましたが、この生活困窮者自立支援制度を地域

福祉社会計画に盛り込む意義は、まさにそこでございます。 

 経済的に困窮するということで、地域の皆様との交流が次第に薄くなってしまったり、

日常生活の困りごとを相談できる相手がいらっしゃらないという生活困窮と孤立というも

のが時として密接な関連にあります。そういう分析がこの制度の成立過程からたびたび指

摘されているところでございます。 

 生活困窮者においては、地域とのつながりを促進することや働く場の開拓、それから社

会参加の場づくりなどが求められておりまして、多様な市民活動やさまざまな機関と連携

した支援ネットワークを築くことが必要とされております。 

 繰り返しになりますが、このような理由から、この制度を地域福祉分野において重要な

役割を果たすものとして市町村の地域福祉計画に内容を盛り込むことが求められておりま

すので、実は、本市の制度をつくる際においては、単独で札幌市生活困窮者自立支援計画

というのをこの制度が始まった平成２７年度につくったところでございます。制度の設立

当初においては、現行の地域福祉社会計画の期間中でありましたことから暫定的に単独計

画とさせていただいておりましたが、今回地域福祉社会計画改定ということになりますの

で、この部分を新たに盛り込みたいというふうに考えているところでございます。 

 全部説明していくとかなり時間が短くなってしまうので、現在の国の審議会では３ペー

ジ以降に制度の見直しに向けた議論が開始されているところでございます。 

 １枚めくっていただきまして、地域共生社会の実現に向けて、当面の改革工程というの
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が載っておりますが、地域共生社会の実現に向けた大まかな方向性ということが示されて

いるというところでございます。この部分につきましては、生活困窮者の自立支援制度の

概要がございますので、詳しい中身につきましては、次の資料等からご説明をさせていた

だきたいと思います。 

 お手元の資料に基づいて事業の展開をご説明してまいりますが、資料の１－２－②とい

う生活困窮者自立支援制度の背景と経緯というスライド資料です。これをご覧いただくと

わかりやすいと思います。資料１－２－②のＡ４判縦のものでございます。ホチキスどめ

しております。 

 生活困窮者自立支援法は、生活保護制度の見直しと一体的に議論されまして平成２５年

１２月に成立いたしました。我が国の生活保護受給者は平成７年ごろを底にして急激に増

加を始め直近の全国データでは、生活保護を受給していらっしゃる方というのは、２１４

万人ほど全国でおります。２１４万人でございます。生活保護法が成立したのは戦後間も

ない昭和２５年でございますが、昭和２６年の受給者数というのは２０４万人でございま

した。現在は、戦後直後の混乱よりも生活保護受給者は多くなっている実態がございます。 

 本市は、指定都市の中で生活保護を受給する世帯の割合が２番目に高い自治体です。 

 スライド２のとおり、資料１－２－②の下の部分でございますが、札幌市の生活保護受

給者数ということで、被保護世帯数が平成２７年度には５万３，７１４世帯です。グラフ

の一番右のところですが、生活保護を受けていらっしゃる方が７万４，５６４名で、受給

率は、全国平均は１６．９から１７‰ぐらいですが、その２倍に当たる３８．２‰、３．

８２％に達している状況にございます。 

 生活保護に至る前の支援策が生活困窮者自立支援制度でございます。皆様のイメージと

しては、生活にお困りの際は最後のセーフティネットとして生活保護ということになるの

ですけれども、生活保護に至る前に何か皆さんにお手伝いすることができないかというの

が、この生活困窮者自立支援制度でございます。 

 失業、病気などによって一時的に生活困窮に陥る方は、雇用保険、健康保険などにある

ということで、一つめくっていただきまして４ページの４番のスライド、制度の位置づけ

のところを見ていただければと思います。 

 制度の位置づけ、第２のセーフティネットというところです。繰り返しになりますが、

失業や傷病等によって一時的に生活困窮に陥る方は当然いらっしゃいますので、この方は

雇用保険や健康保険などの社会保障制度を受けることによっていろいろな制度を使ってい

ただくことになります。これが第１のネットとしたときに、最後の究極的なセーフティネ

ットでる生活保護制度、第３のネットということで４番の図の一番下にありますが、生活

保護の手前にある制度として生活困窮者制度が第２のネットとして成立しました。 

 これは、生活保護が増えている実態があるのですけれども、その受給を未然に防ぐとい

う意味合いではなく、経済的に困窮した方、生活に困りごとを抱える方といったさまざま

な課題にいち早く気づき、気づいた上で総合的にサポートしていこうということでござい
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ますので、このサポートでどうしても難しいとなると、当然、最後の生活保護ということ

で、一番最後の制度がちゃんとあるということです。 

 したがいまして、右側のスライドの６のとおり、法律の対象者ということですが、生活

困窮者自立支援法では、第２条で対象者を現に経済的に困窮し最低限度の生活を維持する

ことができなくなるおそれのある者と定義しております。こういう方に対する支援になり

ますので生活保護を受ける際に、例えば資産がこれだけある、収入がこれだけあるという

ことが生活保護では問われるのですが、そういう具体的な要件は設けておりません。制度

の狭間に陥らないように、できる限り幅広く対応することが必要とされています。対象者

を属性により制限しないという意味において、生活困窮者という言葉は生活に困りごとを

抱える人という大変広い意味で用いられているところでございます。 

 では、具体的にどのように支援をしていくかということです。 

 スライドが前後してしまうのですけれども、その上の生活困窮者自立支援法第１条の条

文をご覧いただきますと、この法律において生活困窮者に対する相談支援は自立相談支援

事業と定義されており、札幌市におきましては、自立相談支援事業を行うための相談機関

として二つの制度を設けているところでございます。 

 皆様のお手元にパンフレットがあるかと思うのですが、三つ折りのパンフレットでござ

います。生活就労支援センターステップともう一つがホームレス相談支援センターＪＯＩ

Ｎございます。 

 まず、白いほうのステップというパンフレットをお開きいただければと思います。また、

資料のスライドの７番に生活就労支援センターステップというものも載せておりますので、

これも参考としていただければと思います。 

 このステップというのはどこにあるかというと、大通西６丁目のビルの８階に２００平

米の事務所があり、そこに五つの相談ブースを設けております。主任相談員が１名、相談

支援員１６名、就労支援員６名のスタッフが連携しながら、札幌市内全域からいろいろな

ご相談をお受けしております。 

 事業は、業務委託により実施しておりまして、その方の状況に応じた段階的な就労支援

ですね。生活にお困りになった方の一番のお困りの原因は失業でございますので、就労支

援を中心としながらも、実はそれだけではなく、家族関係のお話やお住いのお話、債務、

借金、病気、引きこもりといったさまざまな悩みごと、困りごとに対応している状況がご

ざいます。もちろん、ご相談を直ちに解決できるわけではございませんが、ご相談をいた

だいた方に対してはマンツーマンで担当の相談員が相談者とともにいろいろ考えて、いろ

いろな専門機関へご相談をしたり、例えば借金でしたら弁護士会や法テラスへご紹介した

り、就職の面接にも同行したり、必要と思われる最大限の支援を行っております。 

 皆様のお手元に資料１－２－③という資料があろうかと思います。 

 これが生活困窮者自立支援事業の実施状況です。ステップがどういう実績を上げてきた

かということを示す資料になっております。 
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 ①の新規相談数の平成２７年度の年合計のところを見ていただければと思うのですが、

初年度は２，１０４名、２年目は２，５９７名の新たな相談を受けることができました。

おおむね月２００名ほどの皆さんにご相談に来ていただいているところでございます。 

 ステップへ直接来ていただくほか、各区役所やハローワーク、図書館、まちづくりセン

ターなど市内で年間２００回を超える出張相談会もしておりまして、それが右側にある②

区別相談内容の表でございまして、回数２６３回というところですが、出張相談会でこち

らからも出向いて住民に身近な圏域で相談できるように取り組んでいるところでして、広

報さっぽろ、回覧板などに出張相談会の案内やチラシをご覧になった方もいらっしゃるか

と思います。ひょっとしたら回覧板に載ることもあるかと思うのですけれども、こういう

ものをご案内させていただいて、地域の方々や民生委員の皆様にご案内いただくことがあ

ります。 

 資料１－２－③に戻りますが、利用者の年齢構成の円グラフがございまして、ステップ

の特徴は、生計の中心となる４０歳代、５０歳代の方からの相談が多いことがございます。

仕事をやめて親もとに戻ったまま何年も働いていない、就職しても仕事を続けられない、

ご家族の介護や子育ての悩み、家賃やローンの滞納、生活困窮に直結する複合的な悩みを

抱えてご相談に見えられますので、自立相談支援事業では一人一人の課題に応じた支援プ

ランを作成し、支援に当たっているところでございます。 

 お手元にある資料１－２－③の③相談状況ということですが、一日でも早く仕事につき

たい、一緒に探してほしいという相談の背景には、それを難しくしているさまざまな課題

もございます。これが生活習慣とかメンタルヘルス、人間関係、障がい、病気、そのよう

な部分も含めてご相談に応じている状況でございます。 

 こうした課題を一つ一つクリアしながらの就職活動となりますので、支援期間もそれに

応じて長くなります。すぐに就職が決まることもありますが、半年、１年を超えた支援を

行っている方もたくさんいらっしゃいますし、ご相談に来るご本人だけではなくて家族に

相談支援が及ぶこともしばしばございます。 

 就職者数として新規相談者全体の２割に当たる５２０名が平成２８年度の実績ですが、

継続支援に至らず一度だけのご相談という方も当然ございますので、就労に関する支援プ

ラン作成に占める割合はもっと高いものになると思います。 

 中には、手持ち金が数百円しかないといった切迫した困窮状態にある方や、キャッシン

グで生活をしのいでいる方もいらっしゃるので、そういう方は区役所の保護課に行きまし

て、連携を行いながらステップの職員が窓口までお連れして支援をするということもして

います。 

 また、一般就労にすぐにつくことが難しいという方を受け入れて支援つきのトレーニン

グを行う民間の認定就労訓練事業所もございます。これは、資料１－２－③の後ろ側にあ

るのですが、下の４番、就労訓練事業、就労準備支援事業ということもございまして、こ

のような中で、一般就労はすぐには難しいのですけれども、それに至る前に訓練をしてい
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きましょうというご相談も受けているところでございます。 

 このほか、ステップでは、最大９カ月の家賃保証を行います住宅確保給付金と申しまし

て、生活困窮者自立支援制度の中では唯一の経済給付を伴う部分でございます。 

 資料１－２－③の右下の④住宅確保給付金、平成２９年３月３１日現在というところで

すが、失業で家を失う可能性があるので、ホームレスにならないようにその部分を援助す

る支援もさせていただいております。 

 もう一つのパンフレットにＪＯＩＮがございます。 

 オレンジ色の部分でございます。 

 オレンジ色の三つ折りのパンフレットと先ほどのスライドの資料がございます。これは

１１番以降にございますので、これもあわせてご覧いただきたいのですが、ＪＯＩＮもス

テップと同じように生活困窮に関する相談機関ですが、住居や行き場を失った方々、いわ

ゆるホームレス、ホームレス状態の方に対する対象をしている点でステップとは若干役割

が異なっております。 

 ＪＯＩＮというのは、さまざまな事情で自宅を飛び出してきた方、失業と同時に寮を出

されてしまった、友人宅やネットカフェを転々としている方など安定した住居を持たない

多くの方に対しまして、一時的な衣食住の提供を行い、自立に向けた支援を実施しており

ます。 

 札幌市では、安定住居を持たず居場所を失う生活困窮者の方からのご相談は、生活保護

の窓口を含めると年間で１，０００件を超えております。そういうことで、もともと市内

でホームレスの支援に実績がある四つのＮＰＯ法人、パンフレットにあります女性サポー

トアジール、ベトサダ、みんなの広場、コミュニティハウス「れおん」というところに業

務委託して事業を実施しているところでございます。 

 一時生活支援という事業でございますが、滞在先となるシェルターの利用期間は原則３

カ月以内となりますが、最大６カ月ぐらいまでは新たな住居の確保や就職活動、福祉サー

ビスのつなぎといった自立支援を年間４００名程度行っているところでございます。 

 これがステップとＪＯＩＮという私どもの生活困窮者自立支援の大きな流れですけれど

も、札幌市では、これ以外にも就労準備支援事業と子どもの学習支援事業をしております。 

 何度も行ったり来たりして申しわけございませんが、資料１－２－③の裏面に３番とし

て学習支援事業とございます。子どもの学習支援事業は、本市では、札幌まなびのサポー

ト事業ということで、生活保護を受けていらっしゃる方、あるいは就学援助を受けている

世帯の中学生を対象として学習支援事業をしております。これは、去年の実績をあらわす

部分ですが、４０カ所の会場と、主に児童会館を使いまして、６００名の定員で高校進学

を目指す、子どもの居場所づくりということで、大学生のボランティアや学習支援員に行

っていただいて、週１回の活動を行っており、学校にもなかなか行けないのですが、学習

支援事業には来られる方もいる状況にございまして、子どもの貧困という部分で今いろい

ろ言われておりますが、連鎖を防ぐのだけではなくて、子どもの居場所をつくるという大
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変効果的な事業であると思っております。 

 以上、資料が行ったり来たりで、また大変長時間になってしまいましたが、生活困窮者

自立支援事業の一旦のご説明でございます。 

 今申しましたように、生活困窮者といいましても、行政に顕在化していない方々を含め

まして、多くの方々がさまざまな理由で困りごと、暮らしにくさを抱えて地域社会で暮ら

していらっしゃると見込まれます。こうした方々が必要な行政サービスをきちんと受けて

地域の中で孤立することなく、安心して暮らして社会に参加できるための取り組みが本市

においても一層重要になってきていると思っております。 

 私どもの事業に関する計画を今回の地域福祉社会計画に盛り込ませていただくのですが、

地域の皆様に何か計画を盛り込んだからといって特別なことを新たにお願いするとか負担

をかけてしまうという意図はありません。地域の皆様には、ふだんいる中で何となくあの

方は困っているのかなという困りごと抱えていそうな方とか、何となく顔を見ないなとい

う地域から孤立している方がいることに気づいてあげることが一番大事かと思います。気

づいてあげたら、その後、ステップでもＪＯＩＮでも行政でもどこでもいいのですが、相

談機関へつながるきっかけとなる気づきが一番大事かと考えておりますので、そういった

意味も含めて地域の中で孤立している方を皆さんで一緒に気づいてあげて、それが相談機

関につながればまた地域に戻っていくということで、地域の力の中で支えていくための一

つの方策ということで、今回、地域福祉社会計画に盛り込ませていただきたいと思ってお

りますので、ご理解をお願いいたしますとともに、ご審議をお願いしたいと思います。 

 私の説明は以上で終わらせていただきます。 

○林会長 どうもありがとうございます。 

 それでは、生活困窮者自立支援事業について、委員の皆様からご質問等をお受けしてい

きたいと思いますが、いかがですか。 

○牧野委員 障がい者まちづくり提言サポーターの牧野です。よろしくお願いいたします。 

 質問ですけれども、住居確保支援の中で住居確保給付金の支給があるというご説明をい

ただいたのですが、生活困窮者の方たちというのは、いざアパートとか住まいを見つけよ

うとするときに、保証人の問題ですごく困っているという声を聞きます。こちらの支援の

中では給付金のほかに保証人対策とか支援は何かあるのでしょうか。 

○事務局（日高保護自立支援課長） 今のご指摘についてですが、ある自治体では、自治

体がかわって保証人になるということをしているのですけれども、今、札幌市においては

そういう制度はしていません。 

 今お話しいただいたとおり、例えば住居を失った方とか新たに住居を探すときに、私ど

もでよく使っていただくのはＪＯＩＮなのですが、そういうところで一時的に生活をしな

がら、お金を貯めつつ、保証人が要らないようなところを探していただくという支援や、

保証会社があるということですので、そういうところを利用しながら住居の確保に向けた

支援を行っている状況です。ですから、制度としてはないのですけれども、ＪＯＩＮを使
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いながらご利用していただいている状況がございます。 

○牧野委員 ありがとうございました。 

 もう一つは、資料１－２－③の裏にある生活困窮者自立支援事業の実施状況の４番目の

就労訓練事業と就労ボランティア体験事業です。これは、ボランティアに対する対価がも

らえるということではなくて、あくまでもボランティアですね。また、例えばどういうこ

とをするのでしょうか。 

○事務局（日高保護自立支援課長） ４番目にある就労準備支援事業あるいは認定訓練事

業ですが、上の認定訓練事業につきましては、スライドの資料の１５番、１６番に、就労

準備支援事業と就労ボランティア体験事業があります。これは、社会福祉施設などで事務

の補助をしたり、福祉施設のボランティア活動で特養の施設に行ってお話し相手になった

りということをして、就労に至る前の社会に出るきっかけをまずつかみましょうというこ

とになります。ですから、特にボランティア体験となりますと対価はありません。 

 ただ、もう一つ上の認定訓練事業となりますと、同様な形で社会福祉施設に行ってやる

のですけれども、社会福祉事業なり訓練事業のところで、対価というわけではないですが、

工賃という形で何百円とか１，０００円とか、交通費も含めてとか、そういうものをお支

払いいただくところもあります。 

○林会長 ほかの委員はどうでしょうか。 

（「なし」と発言する者あり） 

○林会長 それでは、とりあえずこれは終わって、最後にご意見があればお伺いしていき

たいと思います。続いて、災害時における共助の取り組みについてに入ります。 

 事務局から説明をお願いします。 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） それでは、小関から説明させていただきます。 

 災害時における共助の取り組みについてということで、要配慮者避難支援対策事業と災

害ボランティアセンターについて続けて説明させていただきます。 

 まず、資料に沿って説明させていただきますので、お手元の資料２－１の要配慮者避難

支援対策事業についてをご覧ください。 

 まず、１の事業の内容ですが、災害時に自力や家族の力だけでは避難することができな

い高齢者、障がいのある方など避難支援に係る地域の自主的な取り組みを促進するととも

に、地域からの申請に基づき避難行動要支援者名簿の提供を行うものでございます。 

 この高齢者や障がいのある方など災害時に特に配慮が必要な方たちのことをここでは要

配慮者と言い、この方たちの避難支援を行うことを要配慮者避難支援としております。 

 次に、２の事業の背景でございますが、平成１６年の新潟・福島豪雨を初めとする風水

害の被害者の多くが高齢者や障がいのある方々であったことから、国において、地域にお

ける要配慮者への避難体制づくりを促す災害時要援護者の避難支援ガイドラインを策定し

たことが始まりとなっております。 

 ３の札幌市におけるこれまでの経緯でございます。 
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 今ご説明した背景を受けて、札幌市でも、平成２０年３月に札幌市要援護者避難支援ガ

イドラインを作成いたしまして、平成２０年度から平成２２年度までに各区一団体、これ

は町内会、まちづくり協議会、福祉のまち推進センターなどにもお願いしたのですが、こ

こら辺の団体を指定してモデル事業を実施しております。その後、モデル事業で得られた

ノウハウ、知識、技術、手法などを活用しまして、各区保健福祉課で説明会を開催するな

ど取り組みの促進をしております。 

 また、東日本大震災の教訓から、平成２５年度に災害対策基本法が改正されました。災

害時の避難に特に支援が必要と思われる方を掲載した避難行動要支援者名簿の作成が市町

村長に義務づけられたところでございます。これにより、札幌市では、札幌市要援護者避

難支援ガイドラインを改定しまして、避難行動要支援者名簿についての記載を盛り込んだ

札幌市要配慮者避難支援ガイドラインを策定しました。これに基づきまして、平成２７年

４月に避難行動要支援者名簿を作成し、同年１２月から要配慮者避難支援に取り組む団体

への避難行動要支援者名簿情報の提供を開始したところでございます。 

 それでは、避難行動要支援者名簿情報の提供について、４の避難行動要支援者名簿とい

うところで説明いたします。 

 まず、（１）の活用方法ですが、避難行動要支援者名簿は、災害発生時における避難支

援の内容などを事前に検討して、より実効性の高い個別避難計画を準備しておくことを目

的に、本人の同意が得られれば要配慮者避難支援に取り組む団体に平常時から提供するこ

ととしております。 

 先ほどご説明したとおり、平成２７年１２月から札幌市でも名簿情報の提供を開始して

おりますが、左下の表にありますとおり、平成２９年４月末時点で２６団体からの名簿情

報提供の申請があり、まだ事務処理が進んでいない部分がございますので、現在は２４団

体に提供しているところでございます。 

 資料の右側に移っていただいて、（２）の名簿の掲載者について説明いたします。 

 名簿へ掲載される方の要件は市町村により異なります。札幌市では、ここに掲載されて

いる要介護認定を受けている方、居宅介護のサービスを受けている方など、ここに列挙し

ている方たちについて避難行動要支援者として名簿に掲載しているところでございます。

この名簿は、毎年更新を行っておりまして、現時点の掲載者は約１０万７，０００人とな

っております。 

 次に、（３）名簿情報の提供を受けられる方ですが、これは対象が個人ではなくて団体

となっております。団体でなくでは、いわゆる支援を受ける方をサポートすることが難し

い、お一人、お一人のマッチングを団体にお願いするという意味合いでございます。こち

らは、町内会、自治会、町内会は単位町内会だけではなく、連合町内会も対象となってお

ります。福祉のまちづくりセンターや社協などここに列挙している団体が対象なっており

ます。 

 次に、（４）の名簿情報の提供方法でございます。 
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 こちらは、図で示しておりますので、図について流れを説明いたします。 

 左上が町内会など支援をしていただく人たち、右上が支援を必要とする人たち、いわゆ

る避難行動要支援者でございまして、一番下が札幌市役所となっております。図は、手順

について①から⑤まで順番をつけております。 

 まず、①で支援をする人たちが、札幌市に対して、名簿情報の提供について申請をして

いただく。そして、②で支援をする人たちと札幌市で協定を締結いたします。これは、提

供する情報が個人情報となることから、管理方法や守秘義務について双方で注意する、そ

して合意をする必要があるためでございます。 

 協定を締結した後、③のとおり、札幌市から支援を必要とする人たちへ、特定の団体、

例えばどこどこ町内会へあなたの情報を提供してよろしいでしょうかという同意確認を行

い、その同意があった方だけを集めた名簿情報を作成いたします。 

 そして、④のとおり、支援する人たちへ情報を提供いたします。 

 最後に⑤のとおり、名簿情報の提供を受けた支援をする人たちは、名簿情報に掲載され

ている方たちと面談を行って、災害に備えた個別避難計画を作成していただくという流れ

になっております。 

 次に、一番右下の（５）名簿情報のイメージですが、こちらにあるとおり、氏名、住所、

肩書、年齢、性別、連絡先、避難支援が必要な理由として要介護または障がい者などとい

う欄を設けております。 

 以上がこの事業についての説明になりますが、先ほど説明したとおり、まだ情報提供団

体が２６団体ということで決して多いとは言えない状況にございます。札幌市といたしま

しても今後も出前講座など、積極的に地域にアプローチしていって、より多くの団体に避

難行動支援に取り組んでいただけるよう働きかけてまいりたいと考えている次第でござい

ます。 

 続いて説明させていただきますが、Ａ４判１枚の資料２－２災害ボランティアセンター

をご覧ください。 

 １番の災害ボランティアセンターについてですが、このセンターは、大規模な災害が発

生したときに市内や全国各地から支援に訪れるボランティアを受け入れまして、支援を必

要としている方々とのマッチングを行うものでございます。 

 センター設置の流れは図を示しておりますが、災害発生時に札幌市が設置の可否を検討

いたします。そして、札幌市社会福祉協議会に設置要請を行い、札幌市社会福祉協議会が

設置することとなります。 

 ２番の札幌市におけるこれまでの経緯としては、平成２２年度に行った札幌市地域防災

計画の見直しによって災害ボランティアセンターを市社協に設置することとなりました。

このことから、平成２３年４月に札幌市災害ボランティアセンター設置・運営マニュアル

を市社協が策定しております。さらに、東日本大震災など大きな災害から得た教訓がござ

いますので、こちらを生かして、平成２７年度には改訂を行っているところでございます。 
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 また、災害発生時に災害ボランティアセンターが確実に設置、運営される必要がござい

ますことから、平成２８年度に札幌市と市社協で、災害ボランティアセンターの設置場所

や業務内容、費用負担に関することを記載した札幌市災害ボランティアセンターの設置・

運営に関する協定を締結しております。 

 次に、３の平常時における取り組み内容ですが、まず、（１）円滑な開設・運営に向け

た準備としまして、先ほど説明いたしましたが、設置運営マニュアルの改訂のほか、設置・

運営者研修を市社協の主催により実施していただいております。 

 また、（２）市民への周知・啓発として、出張講座による市民への災害ボランティアセ

ンターの周知と災害ボランティアセンター関係機関連絡会議の開催を市社協が主体となっ

て行っていただいております。 

 東日本大震災や昨年の熊本地震など、過去の災害では全国から多くのボランティアが被

災地に訪れて、積極的なボランティア活動を行っていただいております。これらのボラン

ティアは実際にボランティアとして被災地に向かうと、まず何をやったらいいか、どこへ

行ったらいいか、いろいろと戸惑うことがございます。これらのボランティアが円滑に活

動するためには、ボランティアの需給調整を行う災害ボランティアセンターはなくてはな

らないものです。災害発生時に災害ボランティアセンターが円滑に設置、運営されるよう、

今後も市社協との連携を深めてまいりたいと考えているところでございます。 

 事務局からの説明は以上でございます。 

○林会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の方からご質問等をお受けしていきたいと思いますが、いかがでしょう

か。 

○荒木委員 札幌市医師会の荒木でございます。 

 要配慮者避難支援対策事業について、名簿情報の提供を受けた団体は、災害に備えた避

難計画を作成していくということでございますが、計画を作成する上で、例えば要介護の

重い方か、軽い方かは計画を立てるときにわかったほうがいいと思いますし、障がい等で

も、視覚障がいと精神障がいでは全く支援の方法が変わってくると思うのですが、この名

簿の掲載を細分化するとなると個人情報との兼ね合いも出てくると思うのですが、その辺

の議論状況ですとか対応状況を教えていただければと思います。 

○事務局（筒井地域福祉推進係長） 保健福祉局総務課地域福祉推進係長をやっておりま

す筒井と申します。よろしくお願いします。 

 この名簿の避難支援等が必要な理由に載っている要介護、障がい等の部分ですが、これ

は名簿のこのあたりの制度内容を決めるに当たりまして、実際に町内会に幾つかお伺いし

ましてお話を聞きましたところ、あまり詳しい情報をもらったとしても取り扱いに困ると

ころがあるということと、必ず面談を行って計画を立てますので、そのときに必要な情報

はお聞きするからこれぐらいの情報が適切だというご意見をいただきまして、現在このよ

うな形になっております。 
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○林会長 質問ですが、名簿というのは市役所が持っている情報をどう提供するかですが、

逆に言うと、地域から災害になったらあの人は困るよねという情報の吸い上げはないので

すか。今の話ですと、地域から名簿をくださいと言ったときに、地域の中で関心が高まっ

て、地域の中で支えなければならないという機運が出てきて名簿となるのだけれども、逆

に地域の中にそういう人がいるということがわかると、地域でそういう動きになると思う

のです。 

 また、地域福祉社会計画の意味から言うと、名簿を提供することも大事ですが、地域か

らそういう声もあるということに触れないと、一方的にただ提供するみたいになると、な

かなか広がらないと思います。逆に、地域の人たちがそういうことに関心を持つような地

域福祉社会計画の中で触れるようなことも必要かと思ったものですから。要するに、地域

からこういう人がいるけれども、この人はどうしましょうということです。 

○事務局（筒井地域福祉推進係長） その点についてお答えいたします。 

 そもそも、この名簿の提供が始まりましたのが平成２７年１２月からなのですけれども、

その７年前、平成２０年度から要配慮者避難支援というものを地域の方々に、こういった

ものがありますということで、進めていただいておりました。そのときは、手挙げ方式と

言いまして町内回覧、もしくは一戸、一戸訪問して町内会が災害時心配ではありませんか

ということで聞きとっていただいております。 

 当然、その方たちの中には、今回こちらで用意している名簿には掲載されていない、こ

の要件に合致しない方々もいらっしゃいますので、そういった方々は地域で把握していた

だいて地域で支援する、ということをこれまでもやっており、今後この名簿が提供できる

ようになった後も名簿に掲載されている方々だけではなくて、ほかにも地域には災害を心

配されている方はいらっしゃいますので、そういう方の支援も一緒にお願いしますという

ことで進めていっているところでございます。 

○堀内委員 今の意見に関連しまして、私は市民委員の立場で町内会の役員をやっており

ます。 

 私の担当は大体１００世帯以上の担当でありまして、全員が加入しているわけではない

のです。６割、７割ぐらいの部分については、一人世帯とかを私も把握しております。た

だ、困るのは、残った４割のワンルームマンションに一人でお住まいで町内会に加入され

ていない方です。それについては、私どもは把握が非常に難しいです。 

 第１回目からしつこく言っているのですけれども、札幌市のまちづくり戦略ビジョンの

上位計画にもある新しい公共の成長ということです。それに関しては、コミュニティビジ

ネスとかソーシャルビジネスということで、例えば郵便局でも有料で把握するという方法

も考えられています。あるいは、ガスの検針会社です。ほとんどプロパンガスを使ってい

ますので、ガスのメーターの集金のときに安否確認、生存確認をするということです。 

 戦略ビジョンの１２７ページにも書いてありますけれども、地域で生じているさまざま

な課題にきめ細かに対応していきますということで、上段の計画でもうたっていますので、
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その辺も連携しながら視野に入れて多方面から見ていくことが必要ではないかと思います。 

○林会長 事務局から何かありますか。 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） 大変貴重なご意見をありがとうございます。 

 当然、多方面からということで事業者と協定なども結んで事業を実施しているところで

ございますが、災害時要援護者という形でいきますと堀内委員が町内会に入っていないと

ころは把握ができないというお悩みをお持ちでございましたら、町内会で申請していただ

ければ、町内会以外の方、町内会に加入している以外の方の情報も提供することになりま

すので、ご利用いただければと考えております。 

○篠原副会長 一般社団法人ＷｅｌｌｂｅＤｅｓｉｇｎの篠原です。 

 手稲区でこの事業の推進に携わっている者として少しお話をさせていただきます。 

 札幌市におけるこれまでの経緯というところにあるとおり、平成２５年度に災害対策基

本法が改正されたとなっていますけれども、住民に名簿を提供するということをメーンに

改正したものではなく、自治体があらかじめ逃げおくれなどの避難行動に支援を要する人

たちを定義づけなさいということで、定義づけをした人たちの名簿情報を札幌市は一元的

に管理しなさいというところからスタートしています。その管理をした中から、その方々

が町内会や民生委員などに情報提供してもいいですよという方に対しては、しっかりと情

報をお渡ししながら地域での見守り活動をしていただくという流れになっています。 

 ですから、地域での活動につながるかどうかという以前の問題が一つあります。 

 それから、平成２４年度だったと思いますが、手稲区で実際に災害時要援護者のガイド

ラインの時期に策定した名簿情報と実際に札幌市が持っている情報を突合した際に、町内

会の皆さん方が持っている情報との乖離が見られました。というのは、あくまでも法制度

に基づくものでやっていますから住基情報からしか引っ張ってこられないわけです。とな

ると、地域で住民票を持たないで生活されている方々に関しては、町内会の方々のほうが

より具体的にわかっていらっしゃるということなので、私も今手稲区でお伝えしているの

は、まずは名簿情報の提供を受けてください。そして、受けたときに自分たちの町内会で

把握している方々との違いが見えてきた場合には新しく見守り活動の対象者としていった

り、札幌市からの情報になければ、その方に対して要援護者の名簿情報の提供に同意を求

めたらどうですかという橋渡しをしていくという役割の中でこの事業を推進していくとい

うのが流れとしてはいいと思っております。 

 ただ、細かいことになると事業運用上の問題になってくると思いますので、そこの部分

の計画への記載はないと思うのですが、１点、僕が気になっているのは、法改正前まで３

４０団体が既にさまざまな情報をいただきながら具体に動いているわけです。それが法改

正に伴って平成２７年１２月から名簿情報を提供し始めたということがなかなか広まって

いない、本来であれば、この３４０団体はすぐにでもできるはずなのです。それが今は２

６団体にとどまっているというような状況に関しては、かなり事業取り組み上での課題で

あるというふうに思っております。ですから、こういったところに関しては、ほかの計画、
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各事業もそうですが、何年後までにどのくらいの数値目標を立てているのか、それに対し

てどういうふうに事業推進をするのかという明確な指針などを示していくほうがいいとは

思っています。 

○牧野委員 今、行政側からの支援対策についてのご説明をいただいてわかったのですが、

正直なところ、私も障がい当事者の１００名ぐらいの団体に入っているのですけれども、

去年、その団体の総会の中で、障がい当事者の人たちから、もし災害が起きたときに私は

一体どうしたらいいんだろうという声が出て、もっといろいろな情報が欲しい、それにつ

いて知識がもっと欲しいという声がありました。 

 具体的にはどういうことかというと、例えば、福祉避難所というのはどこにあるのだろ

う、私たちはどこに行ったら福祉避難所というところに行けるのかとか、まず、そういう

情報も持っていないということもありますし、支援していただくのに向こうからこちらに

助けてくださるとか、何かあったときには救出してくださるということはあると思うので

すけれども、待っているばかりではなくて、もしそういうことが起きたときに私たちはど

ういう行動をとったらいいのかとか、自分たちがここで援助を必要としているということ

をどういう方法でアピールしたらいいのか、まだ温度差があるというか、末端の私たちま

で伝わってきていなくて、当事者の立場ではどうしたらいいのかという情報がもっとたく

さん欲しいというのが正直な思いです。 

○堀内委員 関連して、牧野委員が言われたとおり、町内会もまだ説明は受けていないの

です。前回の６月の総会のとき、７月に説明に来られるということで、私は５年ほど役員

をしていますけれども、じかに来るので役員一同質問しましょう、具体的なシミュレーシ

ョンをぜひ皆さんで聞きましょうということで７月に向かって動いています。名簿も必要

ですけれども、名簿をソフトとしますとハードの面でどういうふうにそういう方を移動し

ていくか、支援していくか、あるいは同意を得られなかった人はどうしていくのかという

具体的なことはぜひお聞きしたいと思っています。市なり区役所なりから来ますので、忌

憚のない意見をぜひ聞かせていただいて、今はアウトリーチといいますか、現場に役所の

方が行って説明するのが市民との架け橋、あるいは、それが信頼感を呼んで、名簿が必要

なら申請しなさいではなくて、逆にお互いに、今度来ていただけるということで役員会で

腹を割ってお話しすれば前進していくのではないか、もっと増えるのではないか、あるい

は疑問点も解消するのではないかというのが市民の意見です。 

○林会長 整理しますと、この計画に何を盛るかという話であって、住民の立場でしなけ

ればならないことと当事者がしなければならないことと行政としてやらなければならない

ことがあると思うのです。今は全部がごっちゃになって話をしていますから、この地域福

祉社会計画は、札幌市がこういうことを計画として行います、計画に載ったとしたら、今

度はそれを受けて住民側は自分の地域でどうしましょうという話になりますね。当事者の

人たちはどうするか、それは計画とは別の段階の話です。 

 逆に言うと、例えば札幌市社協や福まちはいろいろな地域の動きがあるから、そこのベ
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ースで町内会は議論します。そこに市役所の人が行って詳しい話をするということで、お

互い理解があれば、うちの町内会がやりましょう、名簿を下さいとなるかもしれません。 

 先ほど篠原副会長が言ったのは、そういう働きかけをもう少し計画的にやれば、２６団

体ではなくて、もう少し増えるのではないだろうか、だから、この計画ではそういうこと

をはっきりうたって、今度は地域へ、あるいは、当事者が知らなくてはならない福祉避難

所などについては計画と別の話になりますので、論点を絞って話を進めたいと思います。 

 札幌市としてこういう計画でやりましょうということについてご意見等をいただきたい

と思います。 

○篠原副会長 災害ボランティアセンターについてですけれども、この計画の中での位置

づけとしては盛り込まなければいけないものだと思います。ただ、最近の動向だけお伝え

しておきたいのは、本年度の３月に、国から、地方自治体における受援計画の策定のガイ

ドラインが出ています。そこには、災害時のボランティアの受け入れをどうするのかとい

うこともそうですし、札幌市としてほかの市町村からの応援職員をどう受け入れるのかと

いうことを検討しなければいけません。札幌市の場合は、行政職員の受け入れの計画は既

に定められており、これは全国でもかなり早い段階でつくられているものですが、ボラン

ティアの受け入れの計画に関しては、最近のことなので、なかなか盛り込みがないところ

があると思いました。というのも、今、ボランティアセンターを中心にしながら被災者支

援を行っていくという考え方が今は変わってきています。例えば、東日本大震災で社会福

祉協議会が設置する災害ボランティアセンターで活動をしているボランティアがこれまで

で１５０万人と言われています。一方で、赤い羽根共同募金などを活用したＮＰＯや民間

団体のボランティアというのは、これまでで５５０万人を超えているのです。というのは、

災害ボランティアセンターでできることは、社会福祉協議会のキャパにもよってきたりす

るわけです。となると、民間支援をどう受け入れるのかというところも一方では必要にな

ってきているのが今の時代かと思っております。 

 ですから、災害ボランティアセンターについての災害時の対応ということで、連携の部

分はもちろんですけれども、それプラス、札幌市役所の中の市民活動推進担当、さらには

危機管理対策室との連携もどこかに盛り込んでいったほうが現実味を帯びると思っており

ます。 

 特に、福祉団体と作業所や事業所等でもそうですが、災害時には職員の手配ができない

とか活用できる車がないという状況が出てきたときに、福祉サービスを安定的に供給でき

ない状況になるわけです。そういったときに、さまざまな民間団体との連携や他市町村や

他府県の協力を受け入れるところも必要になってくると思っておりますので、そこについ

てご検討をいただければと思っております。 

○高橋委員 ボランティア連絡会から来ました高橋と申します。 

 話がさかのぼりますけれども、災害が起きますと、私たちの仲間がボランティア活動を

されているのですが、その前に、資料には要支援者の関係で３４０団体が登録されている
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とありましたが、提供を受けられる方の中にボランティア連絡会とかＮＰＯ法人などが示

されていないのです。そういった団体が示されていないのはなぜなのでしょうか。これは

入れていただいたほうがよろしいと思います。 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） こちらで想定しているのは、近い地域での個人

的な支援ですね。計画を立てて、Ａさんがあそこのおじいさんのところに行きましょうと

いうものを想定しています。ボランティア連絡協議会とか大きな広い地域ということにな

りますと、その計画がなかなかうまく機能しないのではないかということで、小地域単位

のものをベースと考えて支援団体としているところでございます。 

○高橋委員 わかりました。 

 実際にボランティア連絡会となると非常に大きい組織ですが、個人ボランティアと団体

ボランティアが、その地域の中で活動している人たちです。そういう人たちがこの中に、

手を挙げる団体となって名簿を見せていただきたいということも出てくると思いますし、

自分の近くに住んでいる方がいれば、その方と連携をとっていってもいいですという話に

なってくるのではないかと思ったのです。 

○林会長 個人情報保護の関係もあって、どこまでが行政として責任を持てる範囲かとい

う話になります。個人になると拡散したときにどういうふうになるかということもあって、

なかなか難しいですね。気持ちはわかりますが、行政としては少し大変だと思います。支

援される人が顔なじみの人で、そこの信頼関係で動くということが前提になってしまうと、

中にはボランティア的にそういう人もいるのかもしれないけれども、地域の中の住民自治

組織に入っていただいて一緒にやってもらうと一番いいと思います。 

 最後に、いよいよ８月に向けての方向性について事務局からご説明をお願いします。 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） それでは、Ａ３判の資料３－①をご覧ください。 

 資料の一番上では、計画策定の背景となる札幌市の地域福祉を取り巻く現状と課題につ

いて整理しております。 

 まず、上段に札幌市における人や暮らしの変化に伴うものとして３点、暮らしにくさや

困りごとを抱える市民や社会的に孤立した世帯、複合的または制度の狭間の課題を抱える

世帯が増えていることを課題としております。また、下段は、色合いが変わるのですが、

地域で支える上での課題といたしまして、地域福祉活動の担い手の固定化や不足、そして

制度の狭間などの問題に対して包括的に対応できていないということを課題としておりま

す。 

 そして、資料の中段以降に、厚生労働省が求める体制整備の内容とそれに対応する札幌

市の体制整備の方針を整理しております。 

 国では、地域共生社会の実現に向けた地域づくりのため、住民に身近な圏域と市区町村

圏域それぞれでの体制整備が必要になるとの方針を示しております。 

 住民に身近な圏域では、①として他人の課題を我が事に変える働きかけをすること、②

として地域課題を包括的に丸ごと受けとめる体制をつくることが必要であるとされており
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ます。一方、市町村域での体制整備につきましては、③として包括的な相談支援体制の構

築が必要とされております。 

 次に、そこから矢印で下段に下がっていただいて、札幌市の地域福祉を取り巻く現状と

課題、厚生労働省が示す体制整備方針の内容を踏まえまして、資料下段に札幌市における

相談支援体制の整備方針を整理しております。 

 まず、下段左側①他人の課題を我が事に変える働きかけ、②地域の課題を丸ごと受け止

める体制の構築とございますが、これは住民に身近な圏域での体制整備の部分です。 

 札幌市では、市や区の社会福祉協議会の支援のもと、福祉のまち推進センターが見守り

活動や活動拠点での来所、電話相談、日常生活支援活動を推進してまいりました。 

 福祉のまち推進センターは、町内会、民児協、民生委員児童委員協議会などの組織とも

連携いたしまして、単位町内会の圏域に福祉推進委員会の設置を働きかけるなど、地域の

福祉活動を進めております。また、市や区の社会福祉協議会では、そのような福祉のまち

推進センターの調整機能の強化に向けた取り組みも進めていただいております。 

 そのため、住民の身近な圏域につきましては、福まちなど住民主体の組織を中心とした

地域づくりを目指していくことが札幌市の方向性として適当ではないかと考えております。 

 次に、下段右側③包括的な相談体制の構築とありますが、市区町村域での体制整備につ

いてでございます。 

 札幌市におきましても、深刻な課題が地域で埋没することのないよう、住民に身近な圏

域での体制整備、関係機関との連携により、必要とされる支援が包括的に行われるような

体制を目指してまいるところです。その際、住民に身近な圏域では、福まちなどの住民主

体の組織を中心とした地域づくりを目指しておりますが、行政や関係機関のネットワーク

だけではなく、それらの住民組織と円滑に連携する体制づくりが必要になるものと考えて

おります。そのため、市区町村圏域については、課題解決のため、専門機関や住民組織を

包括的に結びつけるような仕組みについて検討することが札幌市の方向性として適当では

ないかと考えております。 

 資料全体の右下には、体制整備に取り組む圏域のイメージ図を掲載しておりますので、

参考にご覧いただければと思います。 

 ここまでは、札幌市の体制整備の方針について説明しましたが、この後、ご審議いただ

く際には、札幌市の体制整備の方針が、札幌市が抱える現状と課題、また、厚生労働省の

体制整備の方針を踏まえた内容になっているかなどの観点からご意見を頂戴できればと考

えております。よろしくお願いいたします。 

 それでは、２枚目の資料をご覧ください。 

 資料３－②は第４期地域福祉社会計画の骨格案でございます。 

 これは、前回もお示しいたしましたが、前回の審議会でのご意見などを含めての修正や

施策の方向性ごとに想定している具体的な施策について記載するよう整理したところでご

ざいます。 
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 上段に記載しております基本理念は、前回お示ししたものから変更はございません。前

回の審議会で「住み慣れた」というフレーズについては、地域での居住期間に長い、短い

があるので、適当ではないのではないかというご意見も頂戴したところでございますが、

できるだけ自宅、地域で生活を持続できるようにといった意味から、「住み慣れた地域」

という言い方が象徴された言葉として使用される例もあるというアドバイスも受けました

ことから、一旦、そのままにしているところでございます。 

 そして、この基本理念をもとに、三つの基本目標、八つの施策の方向性により取り組み

を記載している点も変更はございません。ただし、基本目標で１点文言を変更していると

ころがあります。基本目標Ⅱですが、前回の審議会で「困りごと」という部分についての

ご意見を頂戴いたしましたので、困りごとの前に「暮らしにくさ」というフレーズを追加

し、暮らしにくさと困りごとを併記する形としております。 

 それでは、基本目標ごとに詳細を確認させていただきます。 

 基本目標Ⅰ、市民が支え合うぬくもりのある地域づくりを支援しますでは、大きく三つ

の施策の方向性を示しております。 

 施策の方向性一つ目は、福祉のまち推進事業による地域福祉力の向上です。これは、前

回の審議会で説明させていただいた福まちの活動充実のための支援方策や先ほどお示しし

た資料３－①の福まちコーディネーターなどの調整機能の強化について掲載したいと考え

ております。 

 施策の方向性の二つ目の市民の主体的参加による地域福祉活動の推進でございます。こ

こでは、研修などの充実により地域福祉活動の参加機会の拡大を図る、また、ボランティ

ア活動の広報啓発、活動調整を初め、関係団体や地域サロンへの助成などの支援を引き続

き行うことを示しております。また、将来、担い手となる子どもへの福祉教育の推進も記

載したいと考えております。 

 施策の方向性三つ目は、重層的な見守りや支援活動のための支え合いネットワークの推

進です。ここでは、高齢者や知的障がい者等の見守り活動を行う民生委員・児童委員への

支援、そして事業者が参加する地域見守りネットワークの推進など、地域での見守りの取

り組みを一層充実させる施策について記載したいと考えます。また、新たな社会資源が参

加するネットワークとこれまで地域で住民組織や社会福祉協議会が築いてきたフォーマル、

インフォーマルに限らず、既存のつながりと連携した重層的な支え合いネットワークづく

りを進めたいと考えております。 

 基本目標Ⅰにつきましては、以上でございます。 

 続いて、基本目標Ⅱの暮らしにくさや困りごとを抱えた市民に寄り添い的確な支援がで

きる体制を整えますについてでございます。 

 ここでは、４から６に記載した三つの施策の方向性を示しております。 

 さきの基本目標Ⅰでは、地域の中での自助、互助の推進、課題の発見やつなぎなど、地

域の中で課題解決というイメージをしておりますが、基本目標Ⅱでは、住民組織の中での
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対応が困難な課題、困りごとを抱えた市民を支えるための対応や施策について記載してお

ります。 

 施策の方向性の四つ目は、誰もが地域で自分らしくいきいきと暮らすことのできる体制

の整備です。ここでは、権利擁護に関係する施策、また在宅生活を支援する施策について

記載したいと考えております。 

 施策の方向性の五つ目は、生活に困りごとを抱える方に対する支援体制の充実でござい

ます。ここでは、生活困窮者自立支援法に基づき実施している施策等を記載したいと考え

ております。こちらの事業につきましては、さきに議題（１）で説明したとおりです。 

 施策の方向性の六つ目は、多様な地域福祉課題に円滑に対応する相談支援体制の充実で

ございます。ここでは、地域で発見された課題に市や各専門機関がどのように対応するか

ということや、資料３の１枚目で触れましたが、課題解決のために専門機関や住民組織を

包括的に結びつける仕組みの検討について記載したいと考えます。 

 基本目標Ⅱにつきましては、以上でございます。 

 最後に、基本目標Ⅲの安全・安心で暮らしやすい環境づくりを進めますについてでござ

います。 

 基本目標Ⅲは、基本目標Ⅰ、Ⅱと若干性質が異なるものとなりますが、計画への記載が

必要と思われる環境づくり、また災害時に向けた日頃の取り組み、対応などを記載して、

７と８の二つの施策を方向性として示しております。 

 施策の方向性の七つ目は、市民にやさしい生活環境づくりの推進でございます。住宅環

境の整備など生活基盤の整備に関する施策を記載したいと考えております。 

 施策の方向性八つ目、災害時にも強い地域づくりの推進では、議題（２）で説明させて

いただいたような地域での災害の支え合いの取り組みなどを中心に記載したいと考えてお

ります。 

 基本目標Ⅲにつきましては、以上でございます。 

 ここでは、お示しした代表的な施策が各施策の方向性に合っているかどうかという視点

を中心にご審議いただければ幸いと考えております。 

 ３枚目の資料３－③をご覧ください。 

 今後は、お示ししております基本目標、施策の方向性に沿って詳細な計画文案を事務局

で作成し、次回以降、事務局案をご審議していただく予定ですが、そのために、こちらの

資料では、地域福祉社会計画での記載範囲や文案の作成方針についてお示ししたいと思い

ます。 

 まず、１番の計画の記載範囲ですが、地域福祉社会計画が定める範囲のイメージを図と

しております。この図は、地域の中で課題を発見して解決に結びつけるというプロセスか

ら範囲をイメージしたものでございます。 

 図の右側のとおり、上が地域福祉社会計画が定める範囲、下が他計画の定める範囲をイ

メージしております。上から順に説明いたします。 
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 まず、①、②の流れでございます。 

 民生委員、福祉推進員など地域の支援員の皆様が活動の中で、地域に潜在する困りごと

を抱えた方、世帯を発見し、その後、福まちなど住民主体の組織が分野を問わず一旦包括

的に受けとめます。そして、③のように、地域でみずから解決できる問題は地域において

解決に向けた調整を行います。例えば、ごみ出しで困っているような世帯があった場合、

近所の方に自分の家のごみ出しをするついでにその世帯のごみ出しを手伝ってもらえない

だろうかという働きかけをして解決に向かうなどが想定されます。 

 そして、③のように、地域の中で解決を図ることが難しい課題は、専門機関による対応

が必要となります。課題が明らかで特定の分野である場合には住民主体の組織から対応可

能な相談窓口を案内することだけで解決につながるケースもあると思われます。ただ、複

合・複雑化した課題や課題を受けとめた住民主体の組織では相談先の判断が難しいケース

などでは、④のように、例えば、社会福祉協議会や自立相談支援機関、区役所、行政機関

がその課題を受けとめて、地域とともにその解決に向けて支援していくということをイメ

ージしております。その際に重要となるのは、支援が包括的に行われるように、社会福祉

協議会などの組織が中心となって住民組織や専門機関に連携の働きかけをしていくことに

なろうかと思われます。 

 このように、地域福祉社会計画では、地域で生じた課題は地域がみずから解決していく

という理念や支援の包括化といった理念を計画として記載してまいりたいと考えていると

ころです。 

 一方、図の下側の他計画が定める範囲でございますが、こちらは各専門機関が実施する

事業や専門機関のサービスの内容は、各分野の計画で検討、整備される事柄として、こち

らの地域福祉社会計画では詳細な記述は行わないということで整理しております。 

 この図面ですが、上から順に見ていくことを想定して作成したものですから、下からの

流れが記載されていないのですけれども、下から上に進んでいくような流れも当然想定さ

れます。例えば、専門機関が課題を把握した場合に、専門機関がサービスを提供するだけ

でなく、必要に応じて地域に見守りなどをお願いして課題解決のための協力を依頼すると

いったように地域とともに課題解決に取り組んでいくようなケースも想定されるところで

す。 

 現在、札幌市では、高齢、介護、障がい、医療など各保健福祉に関する計画、地域福祉

社会計画に密接に関連するような計画が策定されております。地域福祉というのは、とて

も広い概念でございますので、その中には高齢分野、障がい分野の施策なども関連するこ

ととなりますが、分野別で計画が策定されることになりますので、全ての事業の詳細をこ

の地域福祉社会計画に盛り込むことは難しいのではないか、適当ではないのではないかと

考えているところでございます。 

 そのため、この計画では、他計画で重点的に審議される施策につきましては具体的な記

載を控えまして、住民福祉に密接に関連する部分について共通する理念や施策の大まかな
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方向性を記載することにしたいと考えております。一方、他計画で重点的に取り上げられ

ないような地域福祉の施策につきましては、この計画におきまして具体的に記述したいと

考えております。一旦、このようなイメージで分野計画とのすみ分けを行って計画文案を

作成してまいりたいと考えております。 

 長くなりましたが、資料３に関する説明は以上でございます。 

 この資料においては、計画文案の作成方針と、イメージ図で記載しました専門機関の例

について一旦４分野を挙げております。ほかにどのような分野が多く想定されるかなどに

ついて、この後、ご審議いただきたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いいた

します。 

 事務局の説明は以上でございます。 

○林会長 どうもありがとうございます。 

 それでは、今説明されたことについて、第４期地域福祉社会計画の骨格案についていか

がでしょうか。 

○堀内委員 まず、骨格案の趣旨の３行目に、今後は、子ども・高齢者・障がい者を含む

全ての市民が地域づくりや生きがいづくりに参画し、助け合えるような住みよいまちづく

りを目指していくと趣旨に載っているわけですけれども、ここで、基本目標のⅠ、Ⅱ、Ⅲ

のあたりに次代を担う子ども、児童の記述が見当たらないと思ったのですが、この辺はど

ういうふうにお考えですか。児童福祉法は別だからなじまないということでしょうか。 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） 子どもも含めての地域福祉社会計画となります

が、個別の具体的な施策とかというのは別計画になろうかと考えます。ただ、福祉教育と

いうことで触れる部分はございますので、当然、地域福祉社会計画にも子どもの概念はあ

るものということでございます。 

○堀内委員 ここに福祉教育は入っていないですか。 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） 基本目標Ⅰの２番の丸の二つ目です。ボランテ

ィア活動の活性化支援、福祉教育の推進が一番下に入っています。 

○堀内委員 わかりました。 

 やはり、地域となると子どもから高齢者まで全てが地域の住民だと思います。そして、

次代を担う少子化で貴重な子どもたちですので、この辺も今後の札幌市の地域社会のリー

ダーになる人材として、どこかで位置づけまではいかなくても、取り上げられたらいいか

なと考えました。 

○林会長 表記を統一したほうがいいと思います。子ども、高齢者、障がい者を含むとい

う言い方と、例えば、基本目標Ⅰで民生委員・児童委員の活動への支援で高齢者、知的障

がい者等となっていたりします。ですから、もしやるのだったら、民生委員・児童委員も

児童のことをやっていますし、知的障がい者の「知的」は要らないと思います。そういう

ふうに表記を統一していくと、それでなくてもどちらかというと高齢者のイメージが強く

なりがちなので、その辺の表記を統一して全編にやればいいと思います。 
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○事務局（小関地域福祉推進担当課長） これから文案を作成してまいりますので、今の

ご意見を踏まえて文案を作成させていただきたいと思っております。次の審議会ではお示

しいたしますので、よろしくお願いいたします。 

○篠原副会長 骨格案の趣旨のところですが、この計画づくりの中では地域共生社会の実

現に向けてという国が目指しているところにイメージを置いたつくりになっていると思い

ます。趣旨の３行目は、先ほど堀内委員からもあったところですけれども、「今後は、子

ども・高齢者・障がい者を含む全ての市民が」の後に「役割を持ち」という言葉を入れる

といかがかと思ったのです。自分事、我が事として捉えるというところは役割を創出して

いくということが必要だと思いますので、そちらをご検討いただきたいと思います。 

 それから、同じく骨格案の基本目標Ⅲのところで、枠の右上に課題１への対応とあるの

ですが、ここは、１のみならず、課題５の複合的な課題や制度の狭間の対応というところ

が大きく出てくると思うのです。といいますのも、ユニバーサルデザインを基本とすると

いうところでは、本当に対象が明確でない部分でなかなか推進が難しいということもあり

ますし、今、障がい者の差別の禁止という部分もありますが、そこのところは地域全体で

つくっていくものでもあります。また、災害時に備えた地域づくりというところでは、各

分野を超えた動きになってくると思いますので、課題５への対応にもなってくると思って

おります。 

 最後に説明していただいた記載内容の図ですが、これは、先ほど災害の要援護者への支

援のところで各委員からいろいろご意見がありましたけれども、例えば、牧野委員からあ

りました障がい当事者の方々の避難の支援や情報伝達に関しては、この計画の中で細かく

は書けないと思うのです。そういったところに関しては、専門的な機関である障がいの部

分の計画の中に平成２５年度以前の取り組みを踏まえた障がい当事者の方々に的確な情報

支援をするとか、当事者の方々との意見交流を持ちながら災害への備えを構築していくと

いう具体的なものが各計画の中にもしっかりひもづけられるような展開に各担当課と係の

中でしていただきたいと思っております。 

○牧野委員 先ほど私が発言した内容がうまく伝えられなかったのですが、篠原副会長が

それを的確に言ってくださいました。災害時、何か起きたときに当事者の立場として、情

報が欲しいという発言をしたのですけれども、聴覚、視覚に障がいのある方はそれぞれ情

報を得るのがすごく難しいのです。日頃から、情報ということ、しかも曲がった情報では

なく、正確な情報の発信や提供を含めて、この中に言葉では表現しなくてもいいのですけ

れども、意識としてそういうものを盛り込んでいただきたいということを伝えたかったの

で、すごく的確に言ってくださいまして、ありがとうございました。 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） こちらの地域福祉社会計画は、国では上位計画

という言い方をして、個人的には適切かどうか疑問ですけれども、横断的、包括的な計画

となりますので、その理念、概念も当然載せていかなくてはならないと考えております。

今のご意見を踏まえて文案を作成してまいりたいと思いますので、よろしくお願いいたし
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ます。 

○林会長 今思ったのですが、７番の生活環境づくりのところに情報支援という項目を起

こしてもいいと思っています。そこで、他の計画と連携してと書けば、バリアフリーもユ

ニバーサルデザインと心のバリアフリーをなくすというところでいくと、先ほどの障がい

者差別とかこの人たちに対する啓発活動も本当は入れることができるのです。生活環境を

もう少し広く捉えればそこで触れることはできるかと思いますので、ご検討いただきたい

と思います。 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） ありがとうございます。 

○山中委員 市民委員の山中です。 

 この計画が完成したときに、点字版もつくられるのですか。 

 私は、ご近所に仲よくさせていただいている目の不自由な方がいらっしゃるのですが、

いつもその方と会話しながら、私たちは地域で育つ子どもたちが地域をつくっていけたら

いいなという活動をしています。その中で、障がいを持っている方や高齢者はもとよりで

すが、常々思うのです。私たちには回覧板は目にとまるけれども、同じ地域に住んでいて

目の見えない方はどのように情報収集されているのかということです。 

 ボランティアでいつも寄り添ってお手伝いに携わっている方が、ちゃんとそこを読んで

くださっているものなのか。しかし、同居されているわけではないと思うので、災害ボラ

ンティアについての話もありましたが、その方専属のボランティア、支援者がいらっしゃ

ると思うのですけれども、実際に支援されている方も逃げなければいけないとなったとき

に、その方は誰に支援されるのか、誰に助けていただけるのかということを考えると、ま

ちの中で隣り合わせのご近所で顔見知りの者同士が情報交換しながら、その人、その人に

合った、その家庭、その家庭に合った支援対策がなされていくといいなと思うのですが、

そこを計画に盛り込んでいくのはとても難しいと思います。 

 私は、子どもを６人抱えているのですが、地域が家族だと思っていまして、もし仕事場

で災害に遭ったときに、私１人で子どもを６人抱えて避難できるだろうかと考えると、い

ろいろな方にお願いをすると思うのです。そういう中で、子どもだろうが、ご高齢の方だ

ろうが、障がいを持っている方だろうが、関係なく、みんなで困りごとを支え合えるまち

づくりをビジョンに、計画が一目でわかるようなものができたらいいなと思います。 

 私も言葉足らずで難しいと思いますが、よろしくお願いします。 

○事務局（小関地域福祉推進担当課長） おっしゃっていることはよくわかりますし、そ

のとおりだと思います。ただ、１点、札幌市から出す情報をどこまで点字なりで対応でき

るか。札幌市からの情報を全て点字で対応できるかということになりますと、ここの線引

きは結構難しいと考えております。 

 障がい者プランは点字対応しているところでございますが、（※審議終了後、点字対応

ではなく、正しくは読み上げコードの付記による対応であることが判明したため訂正）地

域福祉社会計画はおっしゃるとおり横断する計画でございますので、必要性はないとは全
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く思っていないのですけれども、ここで必ずやりますというお返事はできません。検討材

料にはさせてください。申しわけありません。 

 当然、地域共生社会ということで、障がいのある方も高齢の方も皆さん社会参加という

ことで、支えられるだけではなく、支える側に回っていただきます。そういうことを理念

としてこの計画を策定してまいりますので、おっしゃっていることはそのとおりだと思っ

ておりますので、貴重な意見として受けとめさせてください。 

○山中委員 私も、個人的にその方にお便りを書きたいときに、点字盤が家にないもので

すから、この間も市に問い合わせさせていただいたのですが、西区に行くと点字盤も用紙

も売っているという話もありまして、そんな中でお話しさせていただきました。ありがと

うございました。 

○林会長 ぜひ努力していただければと思います。個別に配付できなくても点字図書館と

か市の図書館ぐらいには置いていただければと思います。 

 ただ、膨大な量になるのです。うちに全盲の学生が来たときも、教科書を全部点訳して

本当に一部屋をその子のために用意して、書棚を用意して、全部置くとなりました。これ

はＮＰＯの人たちが協力してくれたので、うちではとてもできなかったのですが、せめて

図書館にでも置いていただければと思います。 

 ほかにどうでしょうか。 

○栗山委員 福まちの立場からお聞きしたいのですが、見守り活動をいろいろ進める中で

今課題になっているのは、大きな集合住宅の方たちです。町内会に加入していない集合住

宅もたくさんあるようですので、そういう人たちの連絡協議会を市社協などで検討されて

だんだん組織化されていると伺っていますが、もう少し強化していかないとなかなか難し

いのではないかと思います。その辺が大きなネックになる可能性があるのです。 

 そういう点で町内会の人たちが一番悩んでいるのは、集合住宅の人たちとどう向き合っ

ていくかということです。その辺も、内容的に何らかの形で組織化する、強化するという

ことをしていただけると大変ありがたいと思っております。 

○林会長 恐らく、そう書かざるを得ないのだろうと思うのですけれども、どこもそうだ

と思うのです。孤立者を防ぐネットワークの中にはそういう取り組みがあったのですが、

それは表記をする必要があるかもしれませんね。それを支えに福まちが頑張るということ

がありますので、それはまたコメントをくださればと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

○篠原副会長 今の集合住宅の関係もそうですけれども、この計画を策定した後に、何を

もって評価とするのかというところが出てくると思うのです。これだけの趣旨や基本理念

を書いていて、結局、計画が履行されたときに、時期がたって、町内会の加入率がどんど

んどんどん低下しているという状況であれば、みんなで支え合うような地域社会はどうだ

ったのだろうということになりかねないわけです。そうなると、本当に福祉部局だけでは

ない、横断的な札幌市としての町内会会議をどうしていくのかというところとの整合性を
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図っていくことが必要になってくると思うのです。 

 私は、名寄市の地域福祉計画と社会福祉協議会の地域福祉活動計画等の策定にも携わら

せていただいたのですが、両方の計画の中での評価目標として、町内会加入率の維持、向

上を挙げているのです。ですから、この取り組みをやったからこそ、きっと維持できてい

るのだろうというところにも結びつけられるような評価の仕方もあろうかと思いますので、

そういったところの数字も積極的に確認しながら事業の推進に努めていただければと思っ

ております。 

 よろしくお願いいたします。 

○林会長 ということでございます。 

 社会福祉協議会がつくっている地域福祉活動計画とどう連携するかということだと思う

のです。これは単独ではなくて地域福祉活動計画とリンクしてその辺をどう達成できるか

ということを踏まえていただければと思います。 

 ほかにどうでしょうか。 

○小原委員 大変すばらしい計画だと思うのですけれども、それぞれにある程度のめどが

立っているというか、ユニバーサルデザインのところでも、何々を念頭に置いた各種事業

の実施の各種というあたりが、ある程度めどが立っているというか、そういった予想の中

でこういった文言が使われているのか、２番の福祉教育の推進というのも、私は教育関係

で今回参加しているので思うのですが、学校教育の中でやれということでイメージしてい

るのか、地域の学校教育と離れたところでの福祉教育なのかというあたりもまだ見えてこ

ないのですが、そういった将来の展望もあった上での全体の文言というか、各種何とかの

実施や研修の実施などいろいろ書かれています。ただ、先ほど会長が言われたように、言

葉としては立派なのだけれども、将来的に言葉だけで終わったよねということにはしてほ

しくないと思っていますので、一つの意見として聞いていただければと思います。 

○林会長 どうもありがとうございます。よろしいですか。 

 福祉教育は、子どもだけではなく、広い意味で地域住民の啓発も福祉教育だし、学校教

育の中で取り上げるのも福祉教育ですし、本当は福祉教育とは広い概念なのです。ですか

ら、もし書くとしたら、今言ったように、子どものことを書くのだったら、学校とどう連

携するかとか、そういうのが出てくると思います。住民が意識して見守り活動に取り組も

うとする働きかけも福祉教育の一つなのです。成人の福祉教育も当然あるという概念なの

ですね。 

 よろしければ、そろそろ時間でもありますので、ここで終えてよろしいですか。 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

  ４．そ の 他 

○林会長 それでは、そろそろ終わりたいと思いますが、事務局から連絡事項がありまし

たらお願いします。 
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○事務局（井上福祉活動推進担当係長） 福祉活動推進担当係長の井上と申します。 

 本日は、長時間にわたりご審議いただきまして、ありがとうございました。 

 このたびの審議会の開催案内とともに、第４回、第５回の審議会の日程調整表をお送り

しておりました。まだ提出していただいていない方は、これが終わりましたらご提出をお

願いしたいと思います。 

 また、本日お持ちいただいていない方に関しましては、送付用の封筒をお渡しいたしま

すので、こちらにつきましても事務局までお声かけください。 

 皆様のご予定が判明しましたら、事務局にて日程調整しまして開催日時をご連絡させて

いただきます。なにぶん、先の日程になりますので、日程がはっきりとしない部分もある

と思いますけれども、ご協力をよろしくお願いいたします。 

 最後に、本日配付させていただいた資料は事前に送付したものと同じものとなっており

ますので、不要でしたら席に置いてお帰りいただきたいと思います。 

 私からの説明は以上となります。 

 

  ５．閉  会 

○林会長 これで、閉会とさせていただきます。 

 どうもありがとうございました。 

                                  以  上   


